
Ⅲ．募集取扱発行および個人向け国債募集取扱発行

１．事務の概要
（１）募集取扱発行および個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告等の事務の流れ
日銀ネットを利用して行う募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告等についての事務の流れは次のとおりです。
①　日本銀行は、参加者募集取扱機関等または参加者取扱機関等に対し、募集取扱要項の通知により、当該募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行における日本銀行への応募金額報告開始日および応募金額報告締切日時、銘柄（注）等を業務オンラインにより通知します。
（注）募集取扱発行の場合には、銘柄コードを含みます。
②　日本銀行は、個人向け国債募集取扱発行の場合に限り、応募金額報告開始日の前営業日に、参加者取扱機関等に対し、その個人向け国債の銘柄コードを業務オンラインにより通知します。
③　オンライン取扱機関は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード721201）に従って当該募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行にかかるオンライン応募金額報告を行います。
なお、応募金額（ゼロ以外）の報告を行った国債の発行払込の事務については、Ⅳ．を参照してください。
	オンライン取扱機関
＜オンライン取扱機関店舗＞
	
	日本銀行

	
	募集取扱要項の

通知
	
	①募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行の募集取扱要項の通知（業務オンライン）
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	銘柄コードの通知


	
	
	

	
	
	
	②個人向け国債の銘柄コードの通知（業務オンライン）（個人向け国債募集取扱発行の場合のみ）
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	応募金額報告
	
	③オンライン応募金額報告の電文を送信
	

	
	
	
	
	


（２）事務取扱上の留意点
日銀ネットを利用して募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告を行うに当っては、次の点に特に留意してください。
①　募集取扱発行または個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額がゼロであるオンライン取扱機関においても、必ずオンライン応募金額報告を行ってください。

②　募集取扱発行および個人向け国債募集取扱発行にかかる応募金額の報告期間が重なる場合がありますが、当該応募金額の報告についての電文の送受信は銘柄または発行方法の異なるごとにそれぞれ独立して行われますので、銘柄、発行方法の取違えがないよう十分に注意してください。

（３）オンライン照会
オンライン取扱機関は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード724101）に従い、既発行の国債または発行条件決定後の発行予定国債について、日銀ネットを利用して発行条件等の照会を行うことができます。

当該照会は国債関係事務についての利用先であれば、オンライン取扱機関店舗以外の店舗からも行うことができます。

（４）日銀ネット障害時等の取扱い
日銀ネットの障害等によりオンライン応募金額報告の電文の送信を行うことができない場合には、日本銀行は、オンライン取扱機関に対して書面等による応募金額の報告に移行するよう指示することがあります。
２．オンライン応募金額報告

オンライン取扱機関は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード721201）に従い、オンライン応募金額報告を行うことができます。

日本銀行は、オンライン応募金額報告の電文を受信した場合には、遅滞なく、当該電文を送信したオンライン取扱機関のオンライン取扱機関店舗に対し、「国債応募金額報告受付通知」（7212-00100）を送信します。オンライン応募金額報告を行うに当っては、特に次の点に注意してください。

①　応募金額報告締切日時の厳守

日本銀行は、募集取扱要項の通知に記載された応募金額報告締切日時までに受信したオンライン応募金額報告の電文のみを受付けます（応募金額報告締切日時到来後到着分はエラーとして扱います。）。

入力時間の延長は一切認められないほか、書面による応募金額の報告も応募金額報告締切日時到来をもって受付を終了しますので、オンライン応募金額報告は応募金額報告締切日時に遅れないよう十分に注意してください（注）。

（注）応募金額報告締切日時間際になって日銀ネット端末装置、回線または端末認証装置に障害が発生した場合には、書面による応募金額の報告への移行も不可能になることがありますので十分時間的な余裕をみておくことが必要です。

②　オンライン応募金額報告の訂正

送信済のオンライン応募金額報告の電文の訂正を行う場合には、「応募金額報告」（業務処理区分コード721201）の端末操作手順に従いこれを行います（この場合、「応募金額報告」の送信区分を「再送信」とします。）。日本銀行は、応募金額報告締切日時までに受信したオンライン応募金額報告の電文のうち最後に受信したもののみを有効なものとして受付けます。

この場合、応募金額報告締切日時に遅れないよう十分に注意してください。
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